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第43期定時株主総会招集ご通知に際しての 
インターネット開示事項 

 
 

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

 

（2019年３月１日から2020年２月29日まで） 

 

 

 

 

 

タビオ株式会社 
 

 
連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につ

きましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネ

ット上の当社ウェブサイト（https://www.tabio.com/jp/corporate 

/news/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。 
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連 結 注 記 表 
 

継続企業の前提に関する注記 
 該当事項はありません。 

 
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 
   連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 
    連結子会社の数  ３社 
    連結子会社名 

タビオ奈良株式会社 
     Tabio France S.A.S. 
     Tabio Retail S.A.S.  

 
２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  Tabio France S.A.S.、Tabio Retail S.A.S.の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類を作成するにあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算
日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 
３．会計方針に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
    たな卸資産の評価基準及び評価方法 
     商品・貯蔵品 
      移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ①有形固定資産（リース資産を除く） 
    定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法によっております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
     建物        ５～50年 
     機械装置      ７～15年 
     工具、器具及び備品 ３～10年 
  ②無形固定資産（リース資産を除く） 
    ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。 
  ③リース資産 
   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま

す。 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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(3) 重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。 

  ②賞与引当金 
    従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度

に負担すべき金額を計上しております。 
  ③ポイント引当金 

ポイント制度において、付与したポイントの将来の利用に伴う費用発生に備
え、当連結会計年度末において、将来使用されると見込まれるポイントに対す
る所要額を計上しております。 

 (4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 
①退職給付に係る会計処理の方法 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認め
られる額を計上しております。 

    なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

②消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
４．表示方法の変更 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用に伴う変更 
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年
２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」
（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰
延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。 

 
５．追加情報 
   連結子会社の退職一時金制度の確定給付企業年金制度への移行 

  連結子会社であるタビオ奈良株式会社は、2019年６月１日に退職一時金制度か
ら確定給付企業年金制度へ移行いたしました。この移行に伴う会計処理について
は、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１
号 平成28年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する
実務上の取扱い」（実務対応報告第２号 平成19年２月７日改正）を適用してお
ります。本移行に伴う損益は、当連結会計年度において「退職給付制度移行損
失」として、特別損失に39,945千円を計上しております。 

 
  退職給付債務の計算方法の変更 
  当社は、退職給付債務の計算方法について、従来まで簡便法によっておりまし

たが、対象従業員の増加に伴い、当連結会計年度末より原則法に変更しておりま
す。この変更に伴い、当連結会計年度末における退職給付に係る負債が30,595千
円増加し、同額を退職給付費用として販売費及び一般管理費に計上しております。 
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連結貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額               2,353,563千円 
 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） 6,813,880 － － 6,813,880 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） 1,862 25,000 5,600 21,262 

３．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2019年 
５月23日 

定時株主総会 
普通株式 204,360千円 30円 

2019年 
２月28日 

2019年 
５月24日 

４．当連結会計年度末日を基準日とした剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 
効力 
発生日 

2020年 
５月21日 

定時株主総会 
普通株式 203,778千円 利益剰余金  30円 

2020年 
２月29日 

2020年 
５月22日 

 
金融商品に関する注記 
 １．金融商品の状況に関する事項 
  (1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金
調達については銀行借入により行っております。 

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス
クに関しては、当社グループの与信限度管理規程に従い、取引先ごとの期日管
理及び残高管理を行っております。 
 営業債務である買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。
長期借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、固
定金利であるため金利の変動リスクに晒されておりません。 
 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グル
ープでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しており
ます。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 
(単位：千円) 

 
連結貸借
対照表計
上額 

時価 差額 

(1)現金及び預金 2,801,415 2,801,415 － 
(2)売掛金 
   貸倒引当金（※１） 

710,587 
△510 

  

  売掛金（純額） 710,076 710,076 － 
(3)差入保証金 1,375,472 1,394,052 18,580 

資産計 4,886,964 4,905,544 18,580 

(1)買掛金 514,921 514,921 － 
(2)電子記録債務 668,793 668,793 － 
(3)１年内返済予定の長期借入金 63,200 63,186 △13 

負債計 1,246,914 1,246,901 △13 

※１ 売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 
 

(注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 
資 産 
(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか 
ら、当該帳簿価額によっております。 

(3) 差入保証金 
差入保証金の時価については、主に将来キャッシュ・フローを、信用リ

スク等を加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。 
 

負 債 
(1) 買掛金、(2) 電子記録債務 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。 

(3) １年内返済予定の長期借入金 
１年内返済予定の長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様

の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ
っております。 

 
 ３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 
１年以内
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 63,200 － － － － － 
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賃貸等不動産に関する注記 
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 
１株当たり情報に関する注記 
 １株当たり純資産額                      835円78銭 
 １株当たり当期純利益                      １円11銭 

 
重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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個 別 注 記 表 
 

継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。 

 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式………移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
商品・貯蔵品………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法） 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物          ５～50年 
工具、器具及び備品   ３～10年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年） 

に基づく定額法によっております。 
(3) リース資産 
  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  
３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度に負担
すべき金額を計上しております。 
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(3) ポイント引当金 
 ポイント制度において、付与したポイントの将来の利用に伴う費用発生に備え、
当事業年度末において、将来使用されると見込まれるポイントに対する所要額を
計上しております。 

(4) 退職給付引当金   
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計
上しております。 
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 
 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

５．表示方法の変更 
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用に伴う変更 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30
年２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省
令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度の期首から適用し、繰
延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。 

 
６．追加情報 

 退職給付債務の計算方法の変更 
  当社は、退職給付債務の計算方法について、従来まで簡便法によっておりまし

たが、対象従業員の増加に伴い、当事業年度末より原則法に変更しております。
この変更に伴い、当事業年度末における退職給付引当金が40,189千円増加し、同
額を退職給付費用として販売費及び一般管理費に計上しております。 

 
 

貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額                   1,404,439千円 
 
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権                             24,085千円 
長期金銭債権                              3,248千円 
短期金銭債務                             36,492千円 
                                

損益計算書に関する注記 
関係会社との取引高 
 売上高                                        28,835千円 
  販売費及び一般管理費                         629,808千円 
 営業取引以外の取引高                          40,087千円 
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株主資本等変動計算書に関する注記 
自己株式に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） 1,862 25,000 5,600 21,262 

 
税効果会計に関する注記 
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

繰延税金資産  

 賞与引当金否認 29,991千円 

 未払事業税否認 6,687千円 

 棚卸資産評価減否認 5,203千円 

 退職給付引当金否認 66,076千円 

 減価償却超過額 556千円 

 減損損失 66,834千円 

 ポイント引当金 9,887千円 

 資産除去債務 90,970千円 

 その他 11,744千円 

繰延税金資産小計 287,952千円 

評価性引当額 △96,579千円 

繰延税金資産合計 191,372千円 

繰延税金負債  

 
資産除去債務に対応する 

除去費用 
△7,372千円 

繰延税金負債合計 △7,372千円 

繰延税金資産の純額 184,000千円 
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関連当事者との取引に関する注記 
１．親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 
 

２．子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称 
議決権等の 
所有割合 

関係内容 
取引の内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上の関係 

子会社 
タビオ奈良 
株式会社 

(所有) 
直接

100.00% 
兼任3名 

商品の保管・
出庫・検査・

検品業務 

利息の受取 
（注1） 

1,097 

関係会社 
短期貸付金 

 
関係会社 
長期貸付金 

30,000 
 
 

65,000 

土地の賃貸 
（注2） 

37,824 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注1)  貸付金利は、当社が提示した利率を基礎として交渉の上決定しております。 

(注2) 土地の賃貸料については、交渉の上決定しております。 

 

３．兄弟会社等 
該当事項はありません。 

 
４．役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 
 

１株当たり情報に関する注記 
 １株当たり純資産額                       729円06銭 
 １株当たり当期純利益                       ８円63銭 

 
重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


